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奈 良 女 子 大 学

生 涯 学 習 教 育 研 究 セ ン タ ー ニ ュ ー ス
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国際協力事業団の委嘱事業として国立婦人教育会館が実施する 「女性の教育問題担当官セミナー」の一環として、アジア ・アフリ

カ各国の担当者が 「女性の高等教育とエンパ ワメント」をテーマに、平成!2年3月7日 に本学を視察
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生 涯 学 習 ・エ ンパ ワメ ン トと高 等 教 育 機 関 一生涯学習教育研究センターこの1年一

セ ンター長 長嶋 俊介(生 活環境学部 人間環境学科 生活 システム学講座 教授)

本学生涯学習教育研究センター(以 下 「センター」 という。)は 、省令施設として認め られ るまでの暫

定的な学内措置として平成9年5月 設置されたものである。そ してこの1年 にっいては、平成11年2月 作

成の 「今後のセ ンター活動のあり方」(10頁 参照)で 示 されているように、本学は地域や社会に開かれた

大学 として、生涯学習に関する各種の連携と公開講座の実施、 さらには大学院と連携 した教員 リカレント

講座の開設、本学独 自の女性 エンパワメントに関する研究資料の充実や研究体制の整備等を目指 して1歩

ずっ活動を積み上げている。

具体的には、奈良県社会教育セ ンターとの問における連携協力の第1回 目の取り組 みとして、 「生涯学

習基礎研修」が各大学を会場 として順次始まり、奈良女子大学では記念館を会場に、平成11年8月 に前セ

ンター長山田昇(本 学名誉教授)に よる 「歴史の中に探る生涯学習 と総合学習」 という講義が行われた。

講義 では、大正14年 に全国に先駆 けての文部省委嘱事業として本学及び大阪において始め られた 「成人婦

人講座」以来の各種先進的取 り組みが紹介 され、総合学習的展開事例を歴史的に検証 し、記念館講堂の陳

列された校史関係資料 も時間を超過 して説明された。 この 「研修」は、今年度 も本学においても開催予定

であり、講師の派遣 も予定 している。

本センターは、公開講座の企画やとりまとめなど調整を行 い、平成11年 度 は、新機軸 として無料講座の

開催、やさしい内容やタイ トルの工夫、参加の しやすい日程設定での成果 もあり、過去最大の受講者の参

加を得た。引き続き多様かっ魅力的な、公開講座の展開を工夫 したい。 これに加え、来年度 は、セ ンター

主催のシンポジウムの実施(12月 頃)に 向けて準備中である。

センター機能の拡充に向けての、新 しい取 り組みとしては、①奈良という地域限定を離れての、出前講

義への講師の派遣などの積極的支援、②奈良町などの奈良地域内にセンターの支所設置などの検討、③青

年男女の共同参画セ ミナーなどの取 り組みにっいても、教室や講座単位か らの主体的取 り組みへの支援体

制の確立を目指 している。それ らは受動的ではなく、体制整備を将来的に行 うための主体的、準備的取 り

組みである。 またセ ンターが収集 した女性エンパ ワメントに関する研究資料などの充実をさらに図りたい。

本学 と同 じような生涯学習教育研究センターは、他の16大学で設置 しているが、いずれ も教育学部の設

置されている大学であ り、本学の位置づけとは若干異なる。また各セ ンターは実践 ・技術的な展開や、地

域的展開の場 として内容的な工夫が見 られるが、それと同じ道を歩むのがよいのかどうかについて も学内

で検討の余地のある課題であ り、センター内で も資料を集め議論 しているところである。文部省省令施設

としての、生涯学習 ・エ ンパワメント研究センター構想はそのような議論の中か ら生 まれてきたものであ

る。お茶の水女子大学 と同様 に、国際的 ・地域的 ・全国的なCOE(中 核的研究拠点)機 能を発揮 しっっ、

それらとの連携強化 と共 に、学内共同利用施設としての生涯学習 ・教育的基礎研究 とそのエクステンショ

ン普及の機能を強化すべ く、その体制整備に向けてのセンターの取 り組みと言える。

このことに関す る平成11年 度の取 り組みとしては、①近府県 ・市の女性政策担当課や女性センターへの、

連携 と協力 ・協働に向けてのアンケー トの実施、②それを受けての 「生涯学習 ・エンパワメントに関する

懇談会」の開催、③国立婦人教育会館主催の 「女性の教育問題担当官セ ミナー」へのセ ンター員の講師派

遣協力等である。②の概要は別項を挙げて紹介するが、それを通 じて奈良女子大学におけるエ ンパワメン
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トの課題 として提示 され た ものは、次 の通 りであ る。

1)専 門職で県庁等 に入 って来 る ものが増 えてい るが、各職分 を こな して さらに上 に上 がれ る適 応力 に課

題が ある。再 トレーニ ング機会 の供与、入 る前 と就職 時までの育 て方 にも工夫 の余地 があ る。

2)女 性 の中で の リーダーシ ップ育成 だけでな く、男性 に もまれて も発揮 で きる リー ダー シ ップが訓練 さ

れて ないと役 に立 たな い。

3)イ ンター ンシ ップで京都 の大学生が大阪 まで来 てい るが、奈良女子大学 は同制度 の実施 を して いるの

か。

4)卒 業 生 は、女性問題 につ いて、明確 な認識 と方 向性 を持 って巣立 ってい って ほ しい。

5)研 修 派遣を受 け入 れて もらえ ると仕事態度が前 向 きにな り飛躍 的にのび る。 テーマを もって仕事 に当

たれ る職 員が増え ることは実益で ある。

6)事 業 ・調 査 ・研究 の3本 柱での女性政策展開 の内、研究 との連携 が うま くい っていない。調査面 や研

究面共 に連携 への強い期待 が ある。委託 ・共同研究 の受 け入 れに も協力 して欲 しい。

7)女 性 ・エ ンパ ワメ ン トに関す る本格的 な研究 セ ンターが近 くにな く本 当に困 ってい る。 お茶 の水女子

大学 の ようなセ ンターを是非 創 って課題 に深 く迫れ るよ うな体制 を、 関西 で も確立 して欲 しい。

8)今 回の ような県域 を越 えた取 り組 みを広 げ、近畿圏 の本格的連携=行 政 ・NPO・ 大学 の連携 の リー

ダー シップを大学側 で もとって欲 しい。 特 に国立 「女子」大学 であ る奈良女子大学 に期待 す る。

以上 のよ うな厳 しい要求 な どがな された。 大学 全体 の教育課題で もあるが、 セ ンターの果 たすべ き役割

への重 い課題 の提示 として も受 け止 めたい。

③ について は、丹羽雅子学長 ・石川 實国際交流委員長 と共 に、 セ ンター長 ・セ ンター員等 も出席 した。

「女性 の高等教育 とエ ンパ ワメ ン ト」 に関 して、宮坂靖 子 セ ンター員 によ り最新 デー タを用 いて、 全 国 に

おけ る女性教官任用状況 ・学生 の学部選択状況 ・ジェ ンダー教育 の現状等 にっいて の講義 がな された。 ア

ジァ ・ア フ リカの女性対策 ・女性教育担 当官10名 と国際協力事業団及 び国立婦人教育会館専 門家 によ る鋭

い質疑応答 もなされた。今後 ともこのよ うな交流 と研 究体制の強化が望 まれる。

人生80～90年 時代 にな り、 また男女 とも高学歴社会 にな り、女性 の就労率 や社会参加率 も高 ま り、 さら

に国際化 ・情報化社会 の著 しい進展、環境 問題 ・環境教育 への実践的対応 の強化、生活 の社会化 に伴 う消

費者教育需要 の高 ま り、 さ らには生涯余 暇の質 的や量 的比 重の増大等、 に代表 され る生涯学習需要 は構造

的 に高 ま って いる。 さ らに、少子化 ・家族 の多様化 ・コ ミュニテ ィ崩壊 ・情報化 の進展 の中で、子 どもの

みな らず成人 の発達環境 も新 たな複合 的課題 を抱 え始 めて いる。 それ らも、重 くかつ深刻 に捉 え るべ き研

究的 ・実践的課題で ある。

1999年6月 には男女共同参画社会基本法 が制定 され、 エ ンパ ワメ ン トが国際用語 と して定着 した第4回

世界女性会議 ～ 「平等 ・開発 ・平和 のための行動」 に関す る北 京会議～ か ら5年 が たち、2000年6月 に

は国連特別総会 「女性2000年 会議」 がニ ュー ヨー クで開催 され る。 まさに、生涯学習 ・エ ンパ ワメ ン ト研

究 セ ンター設置 に向 けて の社会需要 をどのよ うに具体 的 に捉 えて い くかが問 われて いる。

本 セ ンターの機能を活性化 させ るため、教官 ・職員 ・学生 による、積極的 ・主体的 な企画提案 と参加 を

求 めたい。 また、専任 スタ ッフを持 たないセ ンターで はあ るが、 随時、 ワーキ ンググループを設置 し、積

極的 に事業 を展開 して い くつ もりで ある。
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生涯学習の歴史的遺産点描

前センター長 山田 昇(本 学名誉教授)

生涯学習の観点は、僅か この10年、20年 の問に急成長 してきたきわあ て現代的な問題でありますが、 い

っ頃か らどのように語 られるようになったのかに簡単に触れてみます。

① 近代的な公教育を作 り上げて くる過程で、 フランス革命の時期に、 もう200年以上 も前になりますが、

1791年 頃、国民公会の公教育委員長を務めたコンドルセは、小学校をも含めて、すべての学校施設 は、学

齢期の子 どもたちのためだけでなく、すべての年齢の公民 に開かれた施設であるべ きだと考えておりま し

た。

コンドルセの主張の中に、「小学校で も毎週 日曜 日に公開講義が行われ、小学校の教員がその講義を担

当する」 とあります。その公開講義には年齢の如何に関わ らず、希望者の無料聴講を許 し、彼 らをして、

初等教育の期間には受 けることのできなか った、 しかも必要な知識を習得せ しめ、修得せ しめようと言 う

ことでありま した。そ して、「この制度は教育が、全生涯の仕事であって、年齢的限界のないものであり、

公教育組織は、単に青少年ばか りでな く、成人に対 しても用意 されねばならぬ」と論 じてお りました。

この意見は、200年 以上 も前の考え方であ りなが ら、近代社会 においては、自立 した個人 と して、 だれ

もが学問や知識を身にっけ、考えた り、判断 しなが ら生 きていかなければならない、だか ら、学ぶという

ことは一生涯の仕事で、年齢に制限はないとはっきり述べており、公教育というものは、成人 した人たち

を含めてすべての人に開かれていなければな らないというものでありまして、近代的な生涯学習観のきわ

めて重要な出発点であったと思います。

公教育 というのは、 フランス革命の中で近代的な市民社会への出発点 において、すべての人間の基本的

人権が維持発展させ られるためには、教育を受けること、学習することが不可欠であるという考え方で提

案されたわけでありますから、その時点か ら、生涯学習の考え方があったということは、もともと公教育

と生涯学習は切 って も切れない関係にあるということだ と私は考えております。

② 日本では、大正時代1910年 代に、後の平凡社を創設 した下中弥三郎が、あ らゆる階梯の学校施設への

すべての男女の入学の自由を考えていま した。彼 は、「人類には、出生 とともに、その社会 に 「生活す る

権利」がある。学習権は人類の生活権の一部である。人間はひとしく 「文化」 という社会的遺産の分配 に

あずかる権利を有する。 このような 「文化 という社会的遺産のわけ前に公平 にあずかる権利を学習権 とよ

ぶ。」といいまして、学習権 という考え方を出 してお りました。 とくに、中学以上 の諸学校 は半 日学校の

制をとり任意産業に従事す るを得 しむ、っまり働 きなが ら学べるようにする、 また、大学 は正式講座 と自

由講座をわかち、自由講座にあっては年令、性、職業、予備教育の如何を問はず一般人に開放する。 さら

に大学は女子の入学を自由にするなど今から80年 も前に、非常に新 しい考え方で、今 日の生涯学習と全 く

同 じような考え方を示 しておりました。

そ して、実際に、信州上田で自由大学運動 というのを起 こしまして、農民や市民が自由に参加できるよ

うにしました。

③ 奈良女子高等師範学校で も、成人婦人講座 とか、「母の講座」 という珍 しい公開講座を実施 しており

まして、この講座 にも毎回百人以上集まってきて、結構、いろいろな学習の機会が与えられたことがわかっ

てお ります。
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実に、奈良女子高等師範学校で行われた講座 は、おそ らく、我が国で、文部省の行 った女性のための最

初の公開講座だと思 うのであります。当時、文部省 は、国際的に成人教育が盛んになっておりまして、大

正の中頃からそういう講座を準備 しまして、東京では、東京商科大学と大阪では大阪外国語学校で大正12

年から実施 しようと計画 していたのですが、関東大震災のため、東京では開催出来なくなり、まず大阪で

始めたのです。それが大変評判が良かったと言 うことから、大正14年 には、奈良女子高等師範学校に委嘱

して、女性のための講座を大阪ではじめたのです。はじめは、「成人教育婦人講座」 と呼んでいますが、

そのうちに 「母の講座」 と名を改めて、た しか昭和19年 の一度だけ抜 けていますが、戦後までずっと続け

ているのです。最初は、大阪の女学校などでやっておりましたが、だんだん奈良の学校でやるようになり

まして、また奈良県の中南部の地方へも出前を しましてやっていた記録があります。女学校卒業の人だけ

でなく、尋常小学、高等科を出た人などいろいろな人が参加 していました。

当時、母の講座に参加 した方の感想文なども残 っておりまして、一例を挙げてみます。

・過般来の御講習題材は殊に結構でございます。子女を持ちます私共は何を申しましても家庭教育 に関

係 しましたものが一番結構でございます。心身共 に健康なる人間にっくりあげたき願に添ふべき御講

話が願 はしうございます。

1家 庭教育、2現 代婦人 として後れざる要にっいて、などもお願いいたします。

・民法、財政経済、国文学、思想問題、家庭教育 も毎回結構 に聴講いたしております。

・当講座にいっもなが ら熱心 に親切に御講話いただき感謝いた しっっ、聴講いたしております。織物の

お話 は殊に結構に存 じますが、織 り方の図解は筆記いた しますのにとか く間違いやす くございますの

で、勝手ながらすりものにて も願えましたならばと存 じおりま した。机のなきため、筆記に不自由で

した。

以上のように公教育の形成過程 において、生涯教育、生涯学習に関する様々な試みがあったということ

も私はとても大切な経験であったと考えてお ります。

私たちは、生涯学習というと、最近始 まったばか りの新 しい領域 と思いこんでいますが、古 くからの様々

な歴史的経験がありまして、その中に、今 日で もあらためて学びなおさなければならない貴重な遺産があ

ることを大切にしていかなければならないと考えてお ります。
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生涯学習の対象としての共生科学

大石 正(人 間文化研究科 人間環境科学専攻 生命環境講座 教授)

今、人聞文化研究科では 「共生科学研究センター」の立ち上げのために努力 している。そこで、共生科

学の説明と生涯学習との関係にっいて述べてみたい。現在の人間社会がここ100年 ほどの間の驚異的な科

学 ・技術の発展 により、生活状態は向上 し、文化は発達 し、未来 はバラ色に見えた。 しか しなが ら地球環

境の中での人間活動の急激な増加は、地球共生系のいたるところで破綻をきた している。それは、種々の

環境 における地球規模での撹乱、すなわち化石燃料の膨大な消費 によるCO、 の増大、 そ してその結果 と

しての地球温暖化、また、同時に排出されたNO,,SO、 などによる大気の汚染、産業廃棄物や家庭 ごみ、

農薬などにより河川や±壌がDDTや ダイオキシンなどの環境 ホルモンにより汚染されている。 さらには

オゾン層破壊 による紫外線の増加は生物の生存を脅かし始めている。一方、生命科学の発展により、人間

の遺伝子や家畜や作物の遺伝子を自由に操作 したり、医学の発展 により臓器移植などの技術が発達 し、ま

た社会 は情報技術の発達により、大きく変化 しっっある。そ して、最後 に人口の爆発的増加がある。 この

ような状況 に対処するには、従来型の物理学、化学、生物学 といった個別科学では不可能となっている。

自然科学、人文科学、社会科学を統合 した新 しい科学が必要 とされている。人口問題、環境問題、生命倫

理問題等々は我々の人間性の問題に深 く関連 しており、 これを深 く掘 り下げていく必要がある。 ここにお

いて、生涯学習の意味が クローズアップされてくる。世界や社会が急激に発展 し、文化や社会の価値観

が大 きく変動する時、我々一人一人がどのように生 き生活 していくかということを生涯学習を継続す るこ

とによって、社会の変化と対応 していかなくてはならない。

それは学問というものが、一部の専門の研究者のものではな く、一般大衆のものになるということであ

る。共生科学 の最 も重要な点は従来行われてきた学問の深化、細分化ではなく、数十億年地球上で営まれ

てきた、生物と地球環境の共生循環系をいかに維持 してい くかということである。 ここに生涯学習 と共生

科学の接点が出て くるのである。深い専門性を超えた広い視野か らの知の構築である。教育は従来、大学

の重要な機能として行われてきた。教養課程があった時には、教育は全学的カ リキュラムにより行われて

きたが、最近では、教養課程が廃止され4年 間で教養科 目と専門科 目を混合 して教育が行われるようになっ

ている。 しか しなが ら、大学での研究は個人個人ばらば らで行われ、個人間、講座間、学科間、学部間で

の連携で研究が行われることはまれであった。研究 は専門家集団が形成する学会を中心に行われてきたの

である。今、大学に求められているのは、異なる専門家が集 まる大学が研究の面で も学科、学部を超えて

教職員が協力 し、新 しい科学すなわち共生科学を創造 していくことであろう。本学人間文化研究科の改組

は、学科間、学部間の連携研究の可能性を促進 し、 もし、共生科学研究センターが設置されれば、 この方

向はさらに進むであろう。そしてそれこそが生涯学習の拠点として大学が機能 していくのに必要なことで

はないかと思われる。生涯学習教育研究センターがこのような方向で研究を進めていくことを切に望むも

のである。
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生涯学習の内容 と生涯学習教育研究センターの役割

伊藤 一也(文 学部 人間行動科学科 教育文化情報学講座 助教授)

生涯学習の内容ということで、特に奈良女子大学 という総合大学において提供されうるものについて言

えば、平成11年 度に開講された一連の公開講座に既 に現実化されているように、一っには様々な学問領域

か ら幅の広い選択肢が用意されうるのであるし、二っには入門的なものから専門的内容への導入 に及ぶ課

程が計画され うるのである。あるいはまた、通常生涯学習の二っの主要側面 として挙げられる、情報科学

等の科学技術の革新への対応 という社会適応的な面 と、教養を通 しての自己実現 という面 とが、そこにお

いては共に満たされるのである。

公開講座の参加者に一般市民に混ざって学生 も含まれていたことは、私には興味深いことであった。そ

の内容は学生にとってみれば日々親 しんでいる学問内容であることには違いなかろう。 しか しまた、特に

公開講座 ということで担当の諸先生の独特のアレンジもあろう。 このような学習機会 において学生の勉学

への興味がさらに新たになるということもあろう。あるいは市民の学問への接 し方に接することか ら、学

生は何 らかの刺激を受けもしよう。

大学教育のあり方からすれば、そこに参加 した学生が得 るであろうような、あるいは得るべき観点、感

覚は、理念的には大学のすべての学生 に共有されるべ きものであると言えよう。っまり、これか らの大学

は高等教育機関であると同時に生涯学習の場で もあるということか らそのように言えるのである。単に学

生用に高等教育、市民向けに生涯学習の機会提供 というだけのことではないと私は思うのである。学生は、

学校教育 という範囲での完成教育 としての高等教育を受ける。専門的知識 に比重が置かれるにせよ、教養

に比重が置かれるにせよ。同時にその学習自体が、一面において生涯学習の内容の頂点に触れるものであ

り、また学校を離れてからの学習としての生涯学習の出発点 という意味を持っのである。

政策的に生涯学習体系への移行 ということが言われるようになる以前か ら、そもそ も大学における学び

というのはそのようなものであったとは言えよう。ただ、 このことにっいて意識的になるようになって、

そこに勉学への新たな動機付 けが生 じるということも期待 される。 さらに明確に言えることは、新たに生

涯学習の内容 として生涯学習そのものが付け加わってくるであろうということである。っまり、生涯学習

そのものが大学 における一っの重要な研究主題 となるということである。

か くして、私は学生の教育という観点からも生涯学習教育研究 センターの活動に期待するものである。

センターは学生への生涯学習の啓蒙の拠点 としての意味を自ずと持っ ことになろう。 また、「奈良女子大

学生涯学習教育研究センターニュースNα1」 に掲載 された 「今後のセンターの活動のあり方にっいて」

の(4)の 項に 「研究機構(女 性、青年、高齢者等の生涯学習に関する研究)と しての充実を図るため、

とくに本学独自の女性エンパ ワメントに関する研究資料の充実や、研究体制を整備す る」 とあるのは、学

生にこの分野への研究上の関心を喚起す ることと関わって くると考えられるのである。
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「ジ ェ ンダ ー ・エ ンパ ワ メ ン ト」 と生 涯 学 習

センター員 宮坂 靖子(生 活環境学部 人間環境学科 生活文化学講座 助教授)

「ジェ ンダー ・エ ンパ ワメ ン トとは」 と首 を傾 げた方 もあろ う。 それ も当然 の ことで、 この言葉 は現在

一般 的 に使 用 されて いる語で はな く、文字通 り 「ジェ ンダー」 と 「エツパ ワメ ン ト」 を足 し合 わせた造語

であ る。「女性の エ ンパ ワメ ン ト」 は、「(女性 が社会 において)力 をっ ける こと」 を意味す る言葉 として、

1995(平 成7)年 に北京で開催 された第4回 女性会議以 降、 よ く知 られ るよ うになって きた。 この 「女性

の」 の部分 に、拡大 解釈 した 「ジェ ンダー」 とい う言葉 を当て はめ、「女性 のエ ンパ ワメ ン ト」「男性 のエ

ンパ ワメ ン ト」(な ぜか この言葉 は耳 に しないが)と い う代 わ りに、男 性 ・女性双方が社会 において力 をっ

けることとい う意味を こめて 「ジェ ンダー ・エ ンパ ワメ ン ト」 と名 づ けた。

1999(平 成11)年6月 、男女共同参画社会 の形成 に向 けて、男女共 同参画社会基本法が成立 し、施行 さ

れた。 研究 の領域 にお いて も、1970～80年 代半 ばまで隆盛 した女性学 に代わ って、80年 代後半か らは、ジェ

ンダー論が社会科学 のなか にお ける一領域 としての位 置を固めっっあ る。時代 は、 もはや女性 のみを問題

とす る視点か ら、 コイ ンの表裏で ある男女双方 の問題 や男性 と女性 の関係性 を問 う見方へ と着実 に変化 し

て きて いる。

他方 、核家族化や 「個」 化 の進展、平均寿命 の伸長 と子 ども数 の減 少 は、子 ど もが巣立 ったあ との長 い

「第3の ライフステージ」 を 出現 させ た。定年退職後 の人生 は平均 的 に約20年 、人生 の約4分 の1に わた る。

この よ うな社会的背景 の中で、現代人 に課せ られた新 たな問いが、 この第3の ライフステージをいかによ

りよ く生 き、 いか に人 との よ りよい関係性 を築 いてい くか とい う問題 で ある。

生 涯学 び続 ける、生 涯成 長 し続 けるとい うことは、性別 に関係 な く重要 な意味を もっ ことで あ り、 また

単 に知識 を消費す るにとどま らず、 それ を生 き るエネルギー(知)と して 自 らの中 に蓄積 して い くこと、 こ

れ も紛 れ もな いエ ンパ ワメ ン トで あ り、生涯学習 の機会 に は、 ま さに男女 の共同参画が求 め られ てい る。

しか し現実の社会 に目を転 じると、 まだまだ 「女性 のエ ンパ ワメ ント」が大 きな課題 と して立 ちふさが っ

てい る。例 えば、UNDP(国 連開発計画)の 発表 によれば、我 が国 は国際的 にみて、「ジェ ンダー ・エ ン

パ ワメ ン ト測定(GEM)」 とい う基準 において遅 れを とってい ることが よ く知 られて いる。 これ は、女性

が積極 的 に政治 ・経 済の活動や意思決定 に参加 で きてい るか どうかを示す指標で あ り、具体的 には、国会

議員 に占める女 性の割合、行政職や管理職、専門 ・技術職 に占め る女 性 の割合、女性の稼得所得 の割合 を

用いて算 出 されて いる。1998(平 成10)年 に、 日本 はGEMが 測定可能 な102力 国中38位 と、 大 き く順位 を

落 と して いる。

「女 性の エ ンパ ワメ ン ト」が死語 とな り、「ジェンダー ・エ ンパ ワメ ン ト」 とい う言葉 のみが存 在 す る

社会、それが理想郷 であ る ことは言 うまで もないが、 まだそれ以前 に、 ク リア しなけれ ばな らない課題 が

山積 して いる事 実を十分 に受 け止 める必要が あ る。 その上 で、少子高 齢社会 にあ って、すべ ての人 が豊 か

な人生 を送 ることがで きるために、 そ して それを可能 とす る社会 システムを構築 して い くために、本学、

お よび本 セ ンターは、老若 男女 に、 そ して地域 に開かれた 「ジェ ンダー ・エ ンパ ワメ ン ト」 に貢献 しうる

拠点 にな るとい う社 会的使命 を負 って いる ことを肝 に銘 じる必要 があ る。

一8一



生涯学習 ・エ ンパ ワメ ン トに関 す る懇談会報告

センター員 今岡 春樹(生 活環境学部 生活環境学科 アパ レル科学専攻 助教授)

平成12年3月7日 、奈良女子大学理学

部会議室において、生涯学習 ・エ ンパワ

メントに関す る懇談会を行 った。開催主

旨は、女性の社会参加、生涯学習を担当

されている行政サイ ドの方々か ら、奈良

女子大学生涯学習教育研究セ ンターが果

たす役割 にっいて意見を伺い、今後のセ

ンターの活動の指針を得たいというもの

であった。お招きした方々は、奈良県生

活環境部女性政策課薮崎課長、大阪府生

活文化部男女協働社会づくり課馬越課長、

大阪市婦人会館落合館長である。大変貴重な意見を伺う事ができ、感謝申し上げたい。

まず、行政の現場を紹介 していただいた。県 と府の課の業務は行動計画の策定が主要なもので、その出

先機関である女性 センターは、女性問題に関するセミナー開催と個別相談を主要な業務としている。一方、

大阪市の婦人会館は教育委員会に所属 しており、セ ミナー開催を主要な業務 としている。女性問題 とは多

くの場合人権問題であること、そ して意外 と若 い世代にジェンダー意識が育 っていないことなど、現場か

らの認識を披露 していただいた。

次に、大学の生涯学習教育研究セ ンターに期待することを述べていただいた。何故女性問題があり、そ

のための政策が必要なのかと言 う根元的な問題に対す る理論を期待する。市民のニーズに対する調査研究

を大学で分析 して欲 しい。そ して、具体的なプログラム開発を行 って欲 しい。大学が市民 と連携 し積極的

に情報発信を行 って欲 しい。そ して大学間のネットワークを充実 して開かれた大学 になることが望ましい。

さらに、大学の本来の業務である教育に関 して、特に女子大学に望むことを述べていただいた。女性問

題をはっきりと意識 した卒業生の輩出、頑張れる女性の輩出、行政や企業で他の女性のモデルになれるよ

うな人材の輩出、をあげていただいた。インター ン制度を利用 した行政内部での勉強の可能性 も示唆 して

いただいた。 リーダーシップが取れ、管理職になることなどが、具体的なエンパワメントであり、そのよ

うな学生を期待するとのことであった。

平成11年6月 に、男女共同参画社会基本法が施行された。女性が積極的に経済界や政治生活に参加 し・

意志決定に参加できるかどうかを測 ったところ(ジ ェンダー ・エンパ ワメント測定)日 本 は102力 国中38

位 と低位であった。 この数値の改善が国策 として明示されたのである。女子大学は積極的な活動がぜひ必

要であるとの感想を持 った。

一9一



今後 のセ ンター活 動 の あ り方 につ いて

生涯学習教育研究センター運営委員会 平成11年2月15日

(1)教 育研究センターを省令施設 として確立 し、教員 ・職員の専任化を推進する。

(2)学 内社会人受け入れ体制や開かれた大学の充実について全学的な見地から検討を続 け、その進展状

況を確認 しっっ、 日常の大学全体の教育研究活動の生涯学習機能を整備充実 させる。

(3)公 開講座の調整 と充実及び独自のリカレント講座の開発を図る。

とくに大学院 レベルの 「教員の現職教育」におけるセンターの役割を重視 し、大学院の授業との調

整を図りっっ、夜間、週末等の利用を も含めた事業の可能性を追求する。また、 この点 に関 して附

属学校 との連携協力 も推進する。

(4)研 究機構(女 性、青年、高齢者等の生涯学習に関する研究)と しての充実を図るため、 とくに本学

独 自の女性エンパワメン トに関する研究資料の充実や、研究体制を整備する。

(5)地 域 との連携による生涯学習教育研究体制のネットワーク化を推進する。

① 県 ・市の生涯学習課、社会教育セ ンターその他との連携協力を推進する。

② 行政 との連携を軸に、地域の大学問の連携協力を推進 し、新たな生涯学習の機能を整備するた

めに恒常的なシステムをっ くる。

③ 放送大学学習センターとも連携 し、学習機会の選択の幅を広げるとともに、地域における類似

の事業の重複を防ぐなども配慮する。

④ 施設 ・設備の面でのネットワーク化を推進する。県内における生涯学習のネットワークを中心

に、他地域の関連情報網 とのコンタク トも整備する。

⑤ 女性センター、婦人会館等 とも連携 し、男女共同参画社会基本法の下における男女共同参画諸

事業における役割を追求する。

(6)セ ンターニュースを定期的に刊行する。

一 ノLoオ∠07zP1(09rα ηz!roηz2000

■話1羅 の雛 のため鵡 卿 ク留んだ1新 たなセンター醗 強礫 どその方)句盤など〆ごつのτ

(1)企 画 ・広報 のワーキ ング ・グループを設 け、能 率的 ・効率的運営 を図 る こととした。

(2)公 開講座企画 の他、外部 の専 門家 な どを招 いての公開の場で の談話会 や、 シンポ ジウムな どに

つ いて も積極的 に取 り組 む ことと した。

(3)外 部の専門家 に意見 を求 め る手法 として、 ア ンケ ー ト調査 を実施 した。

(4)エ ンパ ワメ ン ト・生涯学習 に関連 す る、本学 への海 外 ・国内の専門家 の訪問 に対 して、センター

員 の派遣 な どで の協力 をす る。

(5)い わゆ る出前講座、町 中大学 な どの企画 に進展 が見 られ たときには、支援的役割 を担 う。

(6)収 集 した資料文献 などの公開化 ・有効利用 のための措置を講ず る こととした。

(7)研 究室 ・講座 による 「青年男女 の共 同参画 セ ミナー」な どの委託事業推進 に対 して、積極支援

をす る。
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平成12年 度公開講座開設予定一覧

講 座 名

初心 者のための

パ ソコ ン入門

自然 ・人間 ・化学

内か らみた日本語 ・

外からみた日本語

古代再発見(仮 称)

生活の本当の豊かさと

地域福祉
一介護 と防災一

開 催 日 時

平成12年7月24日(月)

25日(火)

26日(水)

13日寺～17日寺

(延べ12時 聞)

平成12年8月4日(金)

5日(土)

10時 ～17E寺

(延べ12時 聞)

平成12年9月23日(土)

30日(土)

13時 ～16日寺

(延べ6時 間)

平成12年10月14日(土)

28日(土)

13時 ～17日寺

(延 べ12時 間)

平成12年11月11日(土)

18日(土)

13時 ～17時30分

(延 べ9時 間)

会 場

情報処理センター

教育室

理学部会議室

LL教 室2

人間文化

研究科会議室

新E棟 講義室

受講対象

募集人員

市民一般

50人

高校生

市民一般

50人

市民一般

60人

市民一般

70人

市民一般

50人

担当部局

情 報 処 理

セ ン タ ー

ELO742-

20-3251

理 学 部

狸LO742-

20-3428

文 学 部

ELO742-

20-3328

人 間文化

研究科

T肌0742-

20-3208

生活環境

学部

ELO742-

20-3498
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「女性の教育問題担当官セミナー」において講義する宮坂センター員

奈良女子大学生涯学習教育研究センターニュースNα2

発行 日 平成12年3月31日
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